
　

対象事業 地区名：

区　　分 評　価　項　目 評　価　区　分 配点 備　　　　考

200ha以上 5

20ha以上～200ha未満 3 評価Ａ

20ha未満 0 15以上

人家等に災害が予想される 10 評価Ｂ

農地等に災害が予想される 7 10～14

災害が予想されない 3 評価Ｃ

増加率40％以上 5 9以下

増加率20％～40％未満 3

増加率20％未満 0

位置づけあり 5

位置づけなし 0 評価Ａ

2つ以上推進している 10 15以上

1つ推進している 7 評価Ｂ

取り組みなし 3 10～14

2項目以上配慮 5 評価Ｃ

1項目配慮 3 9以下

配慮項目なし 0

B/C　1.2以上 5

B/C　1.1以上～1.2未満 3 評価Ａ

B/C　1.0以上～1.1未満 1 12以上

工期残年数　3年未満 5 評価Ｂ

工期残年数　3年以上～5年未満 3 8～11

工期残年数　5年以上 1 評価Ｃ

2項目以上該当 5 7以下

1項目該当 3

なし 0

近年5年以内に2回以上被害あり 10

近年5年以内に1回被害あり 7 評価Ａ

農業被害なし 0 19以上

0.5箇所／1ha以上 10 評価Ｂ

0.3箇所以上～0.5箇所／1ha未満 7 13～18

0.3箇所／1ha未満 5 評価Ｃ

50%以上 5 12以下

30%以上～50%未満 3

30%未満 1

地域住民の内発的な活動が強い 6

市町村からの要望がある 3 評価Ａ

特に要望がない 0 15以上

関係者以外に広く周知(概ね市町村単） 6 評価Ｂ

関係者中心に周知 3 10～14

特に周知していない 0 評価Ｃ

住民が計画策定に直接参加 8 ９以下

住民や市町村の意見を計画策定に反映 4

住民意見は反映していない 0

合計(100)点

効率性
配点15点

事業工期残年数

緊急性
配点25点

重要性
配点20点

設計上の環境配慮項目

県農政の重要施策への取組
み

費用対効果（B/C)

地域特有の取組みをしている
か

農業被害

畑かんの破管数

　　　　　　農政部　農地整備課

施設危険度

市町村計画での位置づけ

土地改良総合整備：52経営体育成基盤整備事業（畑地帯整
備）

(様式４）評価指標による評価方法

必要性
配点20点

受益面積

担い手への農地集積計画

計画熟度
配点20点

住民参加の状況

地域からの要望

事業情報の共有

維持管理費節減

総合評価　A　75以上　B　50～74  C　49以下



　

対象事業

区　　分 評　価　項　目 評　価　区　分 配点

250戸以上 5

125戸以上～250戸未満 4 評価A

50戸以上～125戸未満 3 15以上

100ha以上 5 評価B

50ha以上～100ha未満 4 10～14

20ha以上～50ha未満 3 評価C

未整備 10 9以下

１ａ/区画以上～10ａ/区画未満 8

10ａ/区画以上 3

地区内全域指定 10 評価A

地区内一部指定 7 15以上

位置づけあり 7 評価B

位置づけなし 0 10～14

配慮項目あり 3 評価C

配慮項目なし 0 9以下

B/C　1.2以上 5

B/C　1.1以上～1.2未満 3 評価A

B/C　1.0以上～1.1未満 1 12以上

５年以内 5 評価B

６年以上～１０年未満 3 ８～11

１０年以上 0 評価C

コスト縮減　あり 5 ７以下

コスト縮減　なし 0

あり 5

なし 0 評価A

500時間/ha以上 10 19以上

300時間/ha以上～500時間/ha未満 7 評価B

300時間/ha未満 4 13～18

増加率20%以上 10 評価C

増加率5%以上～20%未満 7 12以下

増加率5%未満 4

地域住民の内発的な活動が強い 6

市町村等からの要望がある 3 評価A

特に要望がない 1 15以上

関係者以外に広く周知(概ね市町村
単位)

6 評価B

関係者中心に周知 3 10～14

特に周知していない 1 評価C

住民が計画策定に直接参加 8 9以下

住民や市町村の意見を計画策定に
反映

4

住民意見は反映していない 0

合　計(100)点

事業情報の共有

住民参加の状況

(様式４）評価指標による評価方法　（評価例）

土地改良総合整備事業
対象事業：52経営体育成基盤整備事業（ほ場整備）

受益農家戸数

受益面積必要性
配点20点

農政部　　農地整備課

備　　　　考

水田整備状況

現況労働時間

市町村計画での位置づけ

設計上の環境配慮項目

重要性
配点20点

効率性
配点15点

費用対効果（B/C)

事業効果早期発現度

農業振興地域

コスト縮減

総合評価　　Ａ　７５以上　　Ｂ　50～74　　Ｃ　49以下

担い手への農地集積計画

緊急性
配点25点

関連事業の有無

計画熟度

地域からの要望


